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報告内容の構成

1. 銀行業における効率性の問題

2. 主要な検証課題と計測方法の概観

3. 近年の関連研究の傾向

4. 分析事例紹介

－日本の地域金融機関の効率性格差とその要因分析－

5. 関連研究の将来展望
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銀行業における効率性の問題

★効率性の問題に関する学術的な背景

①LeibensteinのX非効率性理論

～資源配分が効率的に行われたとしても、組織管理の不備から
生じる非効率が生み出す厚生上の損失が大きいことを指摘。

②産業組織論の効率性仮説

～伝統的な 「市場構造＝行動＝成果」仮説vs.効率性仮説。

→良好な市場成果は競争度の低さを反映していると消極的に捉え
るのか、効率性の高さを反映していると積極的に捉えるのか？

③計量経済学の技術的な側面

～分析手法の高度化と簡便な計量分析ソフトの普及。
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★なぜ日本の銀行業の効率性が問題なのか？
①規制産業としての性格

～金融自由化が始まる以前は、非価格競争が常態化。過剰な
経営資源（投入要素）を抱える傾向に。

②参入・退出の制約

～護送船団行政が長く続き、非効率的な組織が温存される余地
が少なくなかった。

③技術進歩の進展

～情報関連等の技術進歩が進展。取り組みの差が効率性に反
映される傾向に。

④再編の加速

～再編の大きな目的は、効率的な経営の追求。
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主要な検証課題

①頑健性の検証

～代替的な検証方法から計測された効率性の指標について、
各種の統計的な検定作業から頑健性を確認。

②属性間の違いの検証

～上場vs.未上場、株式vs.相互など、特定業態内の属性間の違
いを比較。

③規制緩和の影響の検証

～効率性の指標を計測し、規制緩和の前後の効率性の変化を
検証。

④破綻や合併の検証

～時系列的に計測された効率性の指標を対象に、破綻直前や
合併前後の効率性の変化を検証。
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効率性の計測方法の概観

★代表的な効率性の計測方法

≪Parametric Approach≫

（1）確率的フロンティア・アプローチ (SFA)

（2) Distribution Free Approach (DFA)

（3) Thick Frontier Approach (TFA)

≪Non-parametric Approach≫

（4） Data Envelopment Analysis (DEA)

※どの計測方法が優れているのかについては、必ずしも共通見解
が得られていない。
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近年の関連研究の傾向

 米国を中心に、1980年代から1990年代にかけて、計測手法の技術的な問題
に多くの関心が集まる。

～計測された効率性の頑健性の確認が主たる検証課題。

 その後、計測された効率性を用いた因果関係の検証を目的とした研究蓄積
が進む。

• 経営破綻や合併との関連

• 規制緩和（店舗規制）との関連

• ガバナンス構造との関連

• 国際比較（特にEU内）

～Berger et al. 1999, Amel et al. 2004, Goddard et al 2007, etc

 米国を対象とした研究が少なくなる一方、新興国（東欧やBRICｓ等）を対象と
した研究が増える傾向に。

～欧米の先行研究のアプローチをそのまま適用したものが大部分である一方、
欧米ではNon-parametric回帰などの新しいアプローチの試みが始まる。
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【効率性の定義】

 費用効率性

•個々の事業体の非効率性を非負の確率変数と定義し、フロンティ
アとの乖離度として大きさを捉える。

•非効率的な事業体ほど、フロンティア（理想的な費用水準）から上
に乖離する。

 利潤効率性

•非効率性の定義は費用効率性と同じだが、非効率的な事業体ほ
ど、フロンティア（理想的な利潤水準）から下に乖離する。

※いずれも効率性に置き換えて計算するため、非効率的な事業体
ほど1から乖離した小さな値を取る。
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【SFAにおける非効率性の概念】

統計的誤差項: exp(v)
N（0, σv

2）

費用関数：C=f(Y)

0

総費用（C）

生産量（Y）

非効率性 (>0): exp(u)
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【欧米の先行研究の主要な帰結】

• 異なる計測手法から得られた効率性の大小関係を単純に比較
することはほとんど意味が無い。

• 費用効率性に比して、利潤効率性の分散が相対的に大きい
（利潤の定義の違いによるところ大）。

• 合併後の費用効率性の有意な改善は認められないのに対し
（認められる場合でも数年間の経過後）、利潤効率性の有意な
改善を認めているものが少なくない。

• 破綻行ほど、合併の組み合わせにおける被吸収行ほど相対的
に効率性が低い。

• 規制緩和（州際業務規制緩和など）は相対的にプラスの影響を
与えているものの、経営規模により効果は異なる。
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★検証課題

地域金融機関（地域銀行、信金）の効率性の計測と格差の要因分析

★分析手法と目的

• トランスログ型関数（費用、利潤）をベースとするSFAから効率性を計
測。

• 代替的な計測手法の比較と、SFAの計測結果を用いた効率性の格差
についての要因分析。

★データ

• 2002年度～2009年度の地域銀行（地銀・第二地銀）、信金
• 3投入物（預金、従業員、固定資産）、3産出物（貸出金利息、その他資
金運用収益、役務取引等収益）の諸変数を採用。

• 費用は3投入要素費用の合計を、利潤は経常利益（最小値が1になる
ように修正）からそれぞれ定義。

我が国地域金融機関に関する分析事例の紹介
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効率性の計測結果

• いずれとも、先行研究と整合的な、有意に「費用効率性＞利潤効率性」の関
係が得られる。

• 費用効率性は有意に「地域銀行＞信金」の関係が得られるものの、利潤効率
性については有意な違いは認められない。

≪地銀・第二地銀≫ ≪信金≫
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【効率性と他の指標との相関関係】

• DEAは収穫一定を仮定した最も基本的な計測モデルから得られた指標。

• 2009年度の地銀・第二地銀の指標を用いた分析であるが、他の年度、信用
金庫についても同様の結果。

• SFAから計測される効率性は、対象産業全体の生産費用構造を反映したも
のであり、個々の財務指標のみから計算される生産性や収益性と必ずしも
整合的ではない。

業務純益/
従業員数

ROA
DEA

（効率性）

Cost Efficiency 0.2297  0.2703  0.4730 

Prof Efficiency 0.0419  ‐0.0567  ‐0.0771 
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【要因分析の問題意識と背景】

 効率性の頑健性

• 費用効率性と利潤効率性との比較
• 異なる計測手法の頑健性比較－SFAとDEA－

 リレバンとの関連

• 貸出姿勢（預貸率）や収益構成（非金利収入比率）の影響

• 有価証券ポートフォリオ（国債比率など）の影響

• 地元密着度（本店所在地内店舗比率）の影響

• 地域性の影響

合併との関連

• 合併後の経過年数の影響
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【効率性の要因分析】

• 役務取引等収益比率は有意に利潤効率性にマイナスの影響を与える。

• 有価証券に占める国債比率は有意な影響を与えないものの、その他有価証券
比率は有意にプラスの影響を与える。

• 合併経過年数ダミーの推定値は、欧米の先行研究とほぼ整合的な結果。

≪地銀・第二地銀≫

（※本店所在地店舗数比率＝本店所在地都道府県内店舗数/国内総店舗数）
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【効率性の要因分析】

• 役務取引等収益比率はいずれも有意な影響が認められず。

• 有価証券に占める国債比率、その他有価証券比率はほとんど影響を与え
ない。

• 預貸率は費用効率性に有意にプラスの影響を与える。

• 合併経過年数ダミーの推定値は、地域銀行の結果と近似。

≪信金≫
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【分析結果の政策的含意】

 非金利収入へのシフトは必ずしも効率性に寄与していない。
• 取り組み姿勢に業界内の格差が大きいことも要因か？

 国債投資への注力も必ずしも効率性に寄与していない。
• 有意ではないものの、利潤効率性に対してはマイナスの影響。
• その他有価証券の保有比率の高さは、地域銀行についてはプラスの影響。
•これら有価証券構成の影響に関する地域銀行と信金との違いは、各々の業態
特性（信金は系統金融機関への預け金比率が高い）を反映か？

•預貸率の高さは費用効率性、利潤効率性に反対の影響。貸出業務の収益性の
低さを反映か？

•本店所在地内店舗数比率の高さは地域銀行の効率性にプラスの影響（他の説
明変数の一部を除外した場合には有意に）。地域密着型のリレバンの効果を示
唆しているか？

合併直後の費用効率性は低下する傾向に。
•利潤効率性が改善傾向と対照的であり、経営資源の調整の難しさに比べて競
争環境の変化のもたらすメリットが大きいことを反映しているか？
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【非金利収入のパフォーマンスへの影響】
－米国商業銀行を対象とした先行研究より－

（Rice and DeYoung, 2004. Financial Review 39より）

（推定結果の一部を抜粋）

非金利収入比率

• 非金利収入比率の高さは銀行のパフォーマンス（ROE）に有意
にプラスの影響を与える。

• 他方、パフォーマンスの分散（Sigma ROE）を高め、シャープレ
シオ（SHARPE）を低める。

⇒リスクとリターンはトレードオフ関係にある。
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関連研究の将来展望

★経営環境の変化に関する検証

（1）地域金融機関の経営基盤

 地域経済と地域金融機関のパフォーマンスとの因果関係

 営業基盤の広域化の背景と影響

 返済猶予制度の導入による影響

（2）地域金融機関の経営形態

 協同組織金融機関と銀行との相違点、類似点

 再編形態（合併or持株会社など）とパフォーマンスとの関連

 非伝統的な銀行業務の拡大とパフォーマンスとの因果関係
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and Finance 28, 2493–2519.

• Goddard, J., Molyneux, P., Wilson, J.O.S., Tavakoli, M., 2007. European banking: 
An overview. Journal of Banking and Finance 31, 1911–1935.

• Fethi, M.D., Pasiouras, F., 2010. Assessing bank efficiency and performance with 
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Journal of Operational Research 204, 189‐198.

【参考文献（展望論文）】
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★確率的フロンティア・アプローチ（SFA）の概要

C = f(Y) + v + u

v  ･･･ 統計的誤差項 iid N(0, σv
2)

u ･･･ 非効率性 iid N+(0, σu
2)

≪推定の手順≫

1. 費用関数の推定関数形の特定化。

2. 残差項を分離せず（ε=v+u）、最小二乗推定から初期値を決定。

3. 非効率性の分布関数の特定化。

4. 対数尤度関数を定義し、最尤法を適用。

5. パラメータの推定値を用いて、個々の非効率性（効率性）を計算。

〔参考資料1〕
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★SFAを採用する際の問題点

①分析対象のデータセットの選択

～クロスセクションorパネル？自由度が小さいと最尤推定が収束しないことが多

く、日本の先行研究ではプーリングデータを用いたものが少なくない。

②推定関数形の選択

～Flexibilityの高い推定関数形が望ましいが、①と同じ自由度の問題に直面。先

行研究では標準的なTranslog型の採用が一般的。

③諸条件の充足

～費用関数の残差項がskewness（>0）の条件を満たすのかどうか？あわせて、

費用関数がregularity条件を満たすのかどうかの確認も重要。

④非効率性の分布の仮定

～ただ、計測された非効率性の順位関係には大差が無いとする先行研究も。

〔参考資料2〕
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★DEAの概要

≪DEAの短所 （SFAの長所）≫
• 個々の効率性の指標が、必ずしもサンプル全体を反映していない。
• データのばらつきによるバイアスが大きいケースが少なくない。
• 最大値を取る事業体が複数存在することが少なくなく、仮説検定を行うこと
が容易ではない。

• 複数年度のデータへの拡張が難しい。

≪DEAの長所 （SFAの短所）≫
• 非効率性の分布型を先験的に仮定する必要が無い。
• 複数の投入物と産出物を同時に考慮可能。
• 効率性の要因分解が簡便に行える。
• 投入物と産出物との対応関係が経済モデルに拘束されない。

〔参考資料3 〕
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★主要な先行研究（地方銀行、信金を分析対象に含む）

《SFA》
筒井（1986）、粕谷（1989）、堀・吉田（1996）、本間他（1996）、筒井他（1999）、
Altunbas et al. (2000)、松浦・竹澤（2000）、播磨谷（2003）、藤野（2004）、
Yamori et al.（2005）、Uchida and Satake （2009）、…

《DEA》
Fukuyama （1993,1995）、 Fukuyama and Weber（2002）、Drake and Hall（2003）、
Hori（2004）、 Avkiran and Morita（2010）、…

《DFA》
國方（2002）、坂井他（2009）

※分析アプローチ（手法、対象、目的など）は、大きく相違している。

〔参考資料4〕
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